
令和７年度　事　業　報　告

　令和７年度の日本経済は、前年に引き続き春闘において高水準の賃上げが実現す

るなど、賃金と物価の好循環に向けた動きが継続し、緩やかな回復基調を維持した。	

一方で、円安基調の長期化やエネルギー・原材料価格の高止まりにより物価上昇は続

き、実質賃金の伸び悩みもあって個人消費は力強さを欠く状況が続いた。

　訪日外国人は引き続き高水準で推移し、インバウンド需要は地域経済を下支えする

重要な要素となったものの、大都市への偏在や人手不足に伴う受入体制の制約といっ

た課題も顕在化した。また、名目ＧＤＰは引き続き高い水準を維持したが、物価上昇

の影響を受け、実質成長率は緩やかなものにとどまった。

　人口減少・少子高齢化の進行に伴う労働力不足は一層深刻化し、特に中小企業や地

方においては人材確保が経営上の最重要課題となっている。医療・介護、物流・運輸、

建設など幅広い分野で人手不足が常態化し、サービス提供体制や地域インフラの維持

にも影響が及んでいる。

　一方、ロシアのウクライナ侵略、米国・イスラエルのイランへの軍事行動、トラン

プ関税など、世界の政治・経済情勢が高い不確実性から抜け出せない中、サプライ

チェーンの再編や国内回帰の動きが進展するとともに、経済安全保障の観点も踏まえ

た対応が求められている。また、脱炭素に向けたＧＸの推進や持続可能性への対応に

加え、生成ＡＩの急速な普及を背景としたＤＸの進展など、企業の生産性向上に向け

た取り組みは新たな局面を迎えている。

　このような中で、当本部の中核事業である九州生産性大学経営講座については、

６７期は１２コースにて参加者募集を行い、前年比１２名増の６１４名に参加いただ

いた。開講課程は引き続き収録配信とし、５月から１１月までのコース別研修と１２

月修了課程については、対面で実施した。修了課程は、全１２コース・１５教室で	

開催し、修了式の後受講者と役員・関係者合わせて５００名を超える盛大な修了記念

パーティを行い、６７期を締め括ることができた。

　社会関係事業分野では、西日本地区５つの生産性本部の共催で開催する西日本生産

性会議を７月に福岡にて開催し、６９２名（内九州３５４名）という多数の労使幹部

にご参加いただき、九州開催分としては過去最高の参加者数となった。
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　労働関係分野では、九州労使会議、九州労組生産性会議を中心に労使の信頼関係の

構築や労組活動の充実に役立つよう、会員の意見を取り入れながら、九州労使フォー

ラムや九労生国内視察団（淡路島・関西万博）の派遣等多彩な事業を行った。

　経営教育分野では、激変する経営環境に迅速に対応できるよう経営機能別に最新の

経営情報の提供を行った。また、階層別教育では若年社員・女性社員の能力開発、管

理者のマネジメント能力の開発・強化に資する講座等を多数開催した。講座の内容に

よっては一部をオンラインやオンライン併用のハイブリッドで開催した。

　モノづくりにおける生産性向上を推進する九州インダストリアル・エンジニアリン

グ（ＩＥ）協会では、全国ＩＥ年次大会（浜松市）への参加、ＩＥ現場見学研究会や

セミナーの実施等、実践的研究が行われた。

　調査研究分野については、「人事部門の抱える課題とその取り組みの実態調査」を

実施した。人事部門が抱える課題に対して、九州の企業がどのように取り組んでいる

のか、その実態を明らかにするとともに、各社の人事施策の参考に供した。また、新

入社員の採用状況や教育の実施状況に関するテーマについて、迅速に集計ができる	

ＷＥＢアンケートによるオンライン調査も行った。

　国際交流分野については、海外視察研修団をアメリカに派遣した。「第２期トラン

プ政権下の米国経済の現状と、イノベーション推進の原動力を探る」をテーマにダラ

ス、サンフランシスコの２都市を訪問した。

　企業内教育・コンサルティング分野については、個別組織の要望に沿った企業内研

修及び人事制度改革をはじめとした経営改革の支援を行った。企業内研修では集合研

修とオンライン研修の両方を提案した。なお、企業内教育・コンサルティング分野は、

実績では前年を下回る結果となった。

　以上のように、九州企業の生産性向上を支援すべく事業活動（２４７会合）に取り

組んだところ、参加・受講延人数は２２，０２９名となり、前年の２４，８１２名か

ら減少したが、企業内教育を除く公益目的事業の延人数は１８，３８０名で、前年の

１８，３１２名から増加した１年であった。
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１．社会関係事業　 〔公益目的事業１〕

（１）社会問題事業

�　西日本地区５生産性本部共催の「西日本生産性会議」は、九州生産性本部が幹事

本部となり、「未来を創る労使の挑戦～生産性向上による新たな成長～」という統一	

テーマのもと福岡市にて開催した。初日は基調討議「未来を創る労使の挑戦～生

産性向上による新たな成長～」（コマツ 特別顧問 大橋徹二氏、連合 会長 芳野	

友子氏、早稲田大学法学学術院 教授 水町勇一郎氏）に続き、講演Ⅰ「日本経済再

生の道～国・企業・組織・個人のトランスフォーメーション～」（㈱ＩＧＰＩグループ 	

会長 冨山和彦氏）、２日目は第１討議「Ｗｅｌｌ-Ｂｅｉｎｇ 向上への労使の役割」、講演Ⅱ

「２４時間働く電通文化からの脱却～社長特命の企業変革ミッションと幸福度の高い	

働き方の追求～」（Ａｕｇｍｅｎｔａｔｉｏｎ Ｂｒｉｄｇｅ 代表 小柳はじめ氏）、第２討議「新たな

価値創造と独自経営」について熱心な討議が行われた。西日本地域の各生産性本部

の会長・副会長をはじめ関係者が一堂に会し、貴重な経験・知識を交換し合い、こ

れからの生産性運動の展開と実践に役立てるための論議を深めることができた。

　参加者　６９２名（内九州３５４名）

（２）労使問題事業

�　「九州労使会議」（代表理事 橋本 上、増田隆男）では、各地区労使会議との連携

及び補完的事業を中心とした支援組織として活動するとともに、九州労使フォーラ

ム、九州労使会議フォーラム ｉｎ 大分、各地区労使会議交流会、九州電力㈱玄海原子

力発電所の見学会等を行った。また、会員に対して各種の情報資料提供に努めた。

　参加者総数　７００名

（３）労働問題事業

�　「九州労組生産性会議」（議長 蜷川聖明）では、総会・講演会、労組幹部朝食懇

談会（ユニオン・モーニング）、九労生フォーラム（宮崎市）、九州労使フォーラム、

九労生国内視察（兵庫県淡路島・大阪市）、労組幹部のための労働組合法・労働法

セミナー、調整力を高め仕事の生産性を上げる秘訣、労使交渉・協議に役立つ賃金

対策のポイントなどを実施した。また、会員に対して各種の情報資料提供に努めた。

　参加者総数　３８３名

　社会関係事業参加者総数　１，７７５名
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２．生産性大学事業　 〔公益目的事業２－１〕

　第６７期（令和７年度）は、九州産業界労使の実務家で組織する理事会（理事長

小笠原 浩）や運営委員会（運営委員長 津野喜久代、副運営委員長 下田雅彦）の

全面的協力のもとに、女性限定のキャリアデザインコース、２０代社員を対象と

したＵ－２９未来キャリアコース、ＤＸ時代のデータ経営と統計学的思考力を学

ぶデータドリブン基本コースまで、全１２コース・１５教室編成により開催した。	

４月開講課程は収録配信とし、５月から１１月まで７単元のコース別研修と１２月

修了課程は対面にて、９カ月間にわたって開催した。

　本年度も、｢ イノベーションに挑戦し、未来を拓くリーダーの養成 ｣ をコンセプ

トに企画、募集に当たった。ＷＥＢにて予約と正式申込を受け付け、コース毎の申

込状況もＷＥＢ上にて公開した。受講者募集については運営委員のご協力のもとに

格段の努力を払った結果、６１４名の参加を得ることができた。このうち女性の参

加者は１３１名（派遣企業数は７９社）だった。

　総合課程では、世界・日本経済、経営、価値創造、仕事術など、時代の潮流変化と	

企業を取り巻く環境変化について認識を深められるようなプログラムを提供した。

開講課程は開講式と講演をビデオ収録し、全コースの参加者に向けて４月２３日か

ら５月３１日までオンラインで配信した。修了課程では１２コースの修了者が一堂

に会し、講演と修了証書の授与、各コース優秀レポートの表彰、修了記念パーティ

を執り行った。

　各個別コースにおいては、第一線で活躍中の大学教授、経営コンサルタントをは

じめ各界一流の経験豊富な講師陣の指導により、基礎理論や最新知識・技法の習得

とともに、経営課題、実務課題に対応する解決策や改善案の構築ができるような研

修内容の提供に努めた。

　受講者の学習意欲は旺盛・熱心であり、交替参加を可とするトップを囲む懇談会

を除く１１コースの平均出席率が９５％を超え、修了レポートの提出率も７教室が

１００％という良好な受講状況であった。それとともに本大学の大きな特徴でもあ

る他社・他業種の方々との交流や人脈作りに効果的なグループ討議やグループ演習

を実施した。コースごとの交流懇親会も全コースで実施することができた。また、

フェイスブックを活用して、事務局と受講者、講師等関係者間で双方向に情報提供、

情報交換ができるように工夫した。
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　本講座の修了にあたっては、トップを囲む懇談会とキャリアデザインコース、	

Ｕ－２９未来キャリアコースを除く９コースで修了レポートの提出を義務づけてお

り、運営委員会において審査いただいた結果、最優秀賞１３編、優秀賞１１編が選

出された。最優秀賞の作品は最優秀賞受賞作品集として受講者のみならず派遣企業

にも配付し、コース別レポート集は電子データで当該コースの受講者や派遣企業に

配付して、研修成果の共有に努めた。

　参加者　６１４名

３．国際交流事業　 〔公益目的事業２－２〕

　「九州生産性アメリカ視察研修団」（団長：九州生産性本部副会長 橋本 上、副団

長：九州生産性本部評議員 石丸 浩）を編成し、「第２期トランプ政権下の米国経

済の現状と、イノベーション推進の原動力を探る」をテーマに、ダラスとサンフラ

ンシスコの２都市を訪問し、機関訪問３組織、企業訪問２社、現地セミナー２回に

よる調査研究により、米国経済・社会の現状や米国企業・諸機関の実情と取組みの

実際を学ぶことができた。

　参加者　２２名

４．経営教育事業　 〔公益目的事業３〕

　経営教育事業は、事業計画では課題別教育と階層別教育の合計で１１３本を計画

し、結果として合計１１４本を実施した。この内１３本は会場通学とオンライン配

信併用のハイブリッド型で実施したが、それ以外の大半の研修は会場通学で実施し

た。また、研究会４本のうち１本はオンライン参加の要望に対応してハイブリッド

型で実施した。延べ参加者数は７，２０７名と前年度に比べ６％減少した。

（１）課題別教育

　課題別教育では経営の各分野にわたって、次のとおり企画実施した。

〇研究会

　�　「九州監査業務研究会（通学＋オンライン）」「経理部長クラブ」「九州企業法務
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研究会」「人材開発研究会」を実施した。

〇経営トップ・経営企画分野

　�　「九州企業の経営トップを囲む朝食懇談会」「取締役・執行役員研修」（日本生

産性本部との共催）「顧客価値経営報告会（会場＋オンライン）」を実施した。

〇人事・労務分野

　�　「労働法実務講座（通学＋オンライン）」「人事戦略基礎セミナー」「賃金実務の

基礎と改定のポイント」「社員とのトラブルに対する法的対応策セミナー」「春闘

に向けた自社賃金水準検証と人件費分析セミナー」「人事担当者の役割と基本知

識」「総額人件費管理と要員適正化の基礎と実務」「メンタル不調社員への初期対

応と休職・復職の実務対応（通学＋オンライン）」「Ｚ世代早期離職防止・育成・	

定着のノウハウ」「７０歳就労時代に向けた定年延長・再雇用制度の見直し」	

「大手に負けない！新卒採用の効果的なすすめ方」「悩ましい社員への対応の仕方

とポイント」等を実施した。

〇財務・経理・監査分野

　�　「九州内部監査実務研究会」「新任経理担当者のための実践！簿記・会計基礎実

務」「管理会計の基礎と実践」「１日で学ぶ決算書の読み方・活かし方」「決算書が	

スラスラわかる財務３表一体理解法（通学＋オンライン）」「経理・会計に必要な

税務の基本と実務ポイント」「固定資産をめぐる会計と税務の基本実務」「会計・

決算書類のおかしな数字の見抜き方（通学＋オンライン）」「経理リーダーに必須

の４つの力」「原価の仕組みと実践法」「設備投資意思決定の基礎と実践」「監査	

役監査の法と実務」「新リース会計基準対応セミナー」「内部監査の実務入門」	

「経理部門の業務効率化に役立つ！Ｅｘｃｅｌのテクニックと活用術」「グローバル

内部監査基準入門」等を実施した。

〇総務・法務分野

　�　「総務担当者のための法律知識セミナー」「新任役員及び役員スタッフのための

法律知識セミナー」「トラブルを未然に防ぐ契約書の作り方と読み方のポイント

（通学＋オンライン）」「人事・労務・福利厚生の税務知識セミナー」「定年前の社

員にやさしく伝える年金・公的保険の基本知識」「労働保険・社会保険の必須知
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識と実務ポイント」「１日でマスターする年末調整の基本実務」「会社法実務セミ

ナー」「事例で学ぶ社会保険・給与計算業務の重要ポイント総点検」「相談窓口担

当者のためのハラスメント対応力強化セミナー」「生成ＡＩの活用と法的リスク・

社内ルールの整備（通学＋オンライン）」「基礎から学ぶ給与計算の実務」「産休・

育休制度の基本と規程整備・社会保険に関する実務ポイント」等を実施した。

○広報・教育分野

　�　「ＯＪＴ指導力強化セミナー」「広報担当者が知っておきたい基本の『き』」	

「新入社員研修のつくり方・進め方」を実施した。

〇営業・マーケティング分野

　�　「新任営業担当者セミナー」「３ステップで実践する営業力ブラッシュアップセ

ミナー」「営業で活きる！提案が通る！声の出し方、話し方セミナー」「営業担当

者のためのお客様の懐に入るコミュニケーション術」等を実施した。

〇生産・物流分野

　�　「第一線現場長セミナー」「購買・外注担当者セミナー」「ヒューマンエラー防

止対策セミナー」「在庫管理の実務と最適化の着眼点」「本物の５Ｓと見える化に

よる現場改革・快善の実践展開法」「工場管理者・現場リーダーのためのマネジ

メント力向上セミナー」等を実施した。

　　課題別教育延べ参加者総数　３，５８３名

（２）ＩＥ研究事業

　ＩＥ研究事業では、経験交流活動、研究会活動、教育訓練活動の各分野で、次の

とおり企画実施した。

〇経験交流活動分野

　�　「全国ＩＥ年次大会」は中部ＩＥ協会が幹事となり、「変わる！挑む！～“やら

まいか”が拓く新たなトビラ～」という統一テーマのもと浜松市にて開催した。

ＮＶＩＤＩＡ日本代表兼米国本社副社長 大崎真孝氏、㈱ＨiＲＡＫＵ 代表取締役	

（元ラグビー日本代表キャプテン）廣瀬俊朗氏、スズキ㈱ 代表取締役社長 鈴木

俊宏氏の講演のほか、事例発表会（３分科会・１５社）と１４社の現場研修会を
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通じて、これからのモノづくりの方向性や生産性向上・人材育成等の具体策につ

いて研究した。

　　参加者　１，２４１名（会場６３８名＋オンライン６０３名）（内九州から	

　　　　　　１１０名）、現場見学会　７８１名

　�　「モノづくり講演会」を通常総会後に開催し、「ロボットを活用した日本のも

のづくりの将来」～多品種少量生産を実現する省力化装置としてのロボット～	

（髙丸工業㈱ 代表取締役、（一社）日本ロボットシステムインテグレータ 協会理事 	

髙丸 正氏）について講演と質疑を行った。

　　参加者　講演会 １２６名（会場５３名＋オンライン７３名）

　　　　　　会員交流懇親パーティ　３８名

〇研究会活動分野

　�　ＩＥ現場見学研究会は、商品の企画から設計・開発・製造・出荷までを一貫し

て行う、ものづくりの中核拠点である、㈱タカギ新本社工場（北九州市小倉南区）

の見学を実施した。

〇教育訓練活動分野

　�　「ＩＥ基本講座」「生産性向上・現場改善の勘所を掴むためのＭＱ会計×カイゼ

ンセミナー」「管理監督者・職場リーダーのための製造リードタイム短縮・生産

性向上の具体的進め方」「事例で学ぶ製造現場の問題発見・着眼力向上セミナー」

「変化・変動に強い生産管理の考え方と進め方」「設備保全システムの考え方とつ

くり方」「Ｑ＆Ａを交えたＩｏＴ活用研究会」等を実施した。

　　ＩＥ研究事業延べ参加者総数　７６６名

（３）階層別教育

　階層別教育では、経営幹部・管理監督者・リーダーを対象として、「上級管理者

セミナー」「管理者基礎セミナー」「主任・係長基礎講座」「リーダー能力開発講座」

「リーダーシップ強化セミナー」「パワハラと誤解されない部下指導・部下育成のポ

イント」「管理者・リーダーのためのコーチング技術習得研修」「個性と多様性を活

かす職場・チームづくり」「コーチングスキルを活用した１ｏｎ１ミーティング基本

セミナー」「部下の次のやる気に繋がるほめ方＆叱り方セミナー」等を実施した。
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　中堅社員・若手社員対象では、「女性リーダー養成講座」「若き社員自己活性化	

セミナー」「フレッシュマンセミナー」「新入社員フォローアップセミナー」「後輩

指導力アップセミナー」「２年目社員独り立ち講座」「頭と心で学ぶ思いやリーダー

シップセミナー」「成果を生み出し続けるセルフリーダーシップ」「若手社員のため

の対人関係力強化セミナー」等を実施した。

　また、ビジネススキル分野として、「秘書業務セミナー」「報・連・相スキルアッ

プセミナー」「気がきく人のコミュニケーション術セミナー」「業務を見える化・

標準化する事務マニュアル作成の進め方と活用の仕方」「仕事の生産性を高める

タイムマネジメントセミナー」「実践！相手の心をつかむ話し方とプレゼンテー

ション」「段取り力強化セミナー」「紙１枚で思考を整理し伝える技術」「Ｗｏｒｄ・

Ｅｘｃｅｌ・ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔを活用した事務効率化・時短術（通学＋オンライン）」「巻き

込み力強化研修」「的確に意図を伝える！文章表現力向上セミナー」「Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ

無償ソフトでつくる分析プラットフォームの構築と活用術（通学＋オンライン）」	

「効果がすぐに出る！最良な会議の創り方と秘訣」「心理的安全性の高いチーム	

づくりの進め方」「３つの思考力で高める問題発見・解決力」「Ｐｏｗｅｒ Ａｕｔｏｍａｔｅ 

Ｄｅｓｋｔｏｐ 入門講座（通学＋オンライン）」「基礎から学ぶ Ｅｘｃｅｌ ＶＢＡ・マクロ入門

（通学＋オンライン）」「生成ＡＩを活用したビジネス力ブラッシュアップ講座	

（通学＋オンライン）」等を実施した。

　階層別教育延べ参加者総数　２，８５８名

　経営教育事業延べ参加者総数　７，２０７名

５．研究調査事業　 〔公益目的事業４－１〕

（１）２０２５年度 人事部門の抱える課題とその取り組みの実態調査

　当本部の会員を中心とする九州地域企業・団体８８２組織を対象に、人事部門の

抱える課題と取り組みについて実態調査を行い、１７９組織より回答を得た。回答

票をもとに全体集計に加え、業種別、従業員規模別に集計を行い、過年度の調査

結果との比較も行った。調査結果はホームページで公表するとともに、調査報告書	

Ｗｅｂ版をホームページで公開した。
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（２）オンラインアンケート調査

　会員企業の人事担当者を対象に、新卒者の採用活動状況や内定者のフォロー、新

入社員教育、内定辞退や早期退職の増加への対応等の取り組み状況について、２回

にわたってオンラインアンケートを実施した。調査結果はホームページで公表した。

（３）受講者を対象にしたアンケート調査

　当本部の公開講座「フレッシュマンセミナー」の受講者を対象に、入社の決め手、

自身が考える強みや弱み、理想の上司や今感じている不安などの意識調査を実施し

た。調査結果はホームページで公表した。

６．組織活動事業　 〔公益目的事業４－２〕

（１）組織活動

　賛助会員の維持拡大のため、年間２回職員が分担して九州地域の会員を訪問懇談

し、産業界のニーズ把握を兼ねて渉外活動を組織的に行うとともに、常時未会員に

対して会員加入の働きかけを行った。年度末現在の会員数は５６５社・団体（加入

会員数３２社、退会会員数２４社）で、８社の増加となった。

（２）広報活動

　「生産性新聞」（年３２回発行）や「活用労働統計」（年１回発行）等の資料を賛

助会員に定期的に贈呈した。

（３）九州見聞フォーラム

　九州地域における企業の新しい取り組み、新工場、新施設、新サービス展開企業

を訪問する九州見聞フォーラムでは、沢井製薬を訪問し、概要説明を受けた後生産

ラインを見学した。

　参加者　２９名

（４）会員無料講演会

　会員サービスと会員拡大を目的に、会員企業にとってニーズの高いテーマである
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「静かに分断する職場～部下と上司、現場と経営、若手とベテラン、立場を超えた	

『７つの対話』が組織を救う～」について解説する、参加費無料のオンライン講演

会として実施した。

　参加者　２３５名（参加企業１３４社）

（５）地域開催セミナー（大分）

　人と組織が育つ職場つくりを目的に「部下が辞めない・育つ・成果が出る職場」

をつくる秘訣を、評価・人材育成・チームづくりの３つの視点で解説した。

　参加者　２３名（参加企業１３社）

　組織活動事業参加者総数　２８７名

７．企業内教育事業　 〔収益事業〕

　企業内研修・コンサルティング分野は、各組織の特性やニーズに応じて、きめ細

かな研修の企画立案・経営指導を行うもので、短期・長期の企業内研修への講師派

遣やコンサルティング等を行った。

　企業内研修においてはオンライン研修を希望する企業も増えており、リアルと	

オンラインによる両方の企業内研修を提案した。

　（企業内研修・講演会への講師派遣９９件、延べ受講者総数３，６４９名）

８．その他

　事業事務システムの機能強化を図るとともに、サーバーを更新し、職員用のパソ

コンは会員企業訪問時もプレゼンテーションが可能な機種に更新した。
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